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１．はじめに 

2019 年 12 月新型コロナウィルス（COVID-19）が中国の武漢市で報告されて以降、新型肺炎は国境を
越えて世界規模で拡大し、人類に脅威を与えている。ジョンズ・ホプキンス大学の調査に拠れば、2020
年 6 月 3 日現在で世界全体の感染者数は 640 万人、死亡者は 38 万人を超えている。3 月以降、欧米諸国
を中心に世界中で急激な感染拡大が起こり、第 1 波は、ようやく小康状態に達したが、日本でも収束す
る兆しは見えない。WHO は、2020 年１月中旬時点では「コロナウィルスが人から人へと感染する証拠
はない」としていた。しかし、人から人への感染が明白になり、WHO テドロス事務局長が新型コロナ感
染は「パンデミック（世界的大流行）」状況にあるとの評価を表明したのは同年 3 月 12 日であった。グ
ローバル化に伴う人の越境移動の増大により、2000 年代以降、エボラ出血熱、SARS、MARS、新型イン
フルエンザ、新型コロナウイルスなどの新興感染症の脅威に人類がさらされるリスクが高まっている。 

とりわけ、EU では、域内の加盟国間で国境を超える人、モノ、資本、サービスの自由移動を政策的に
促進し、EU の規制力と規模の経済効果を基礎にして欧州統合を推進してきた。人の越境移動は、シエン
ゲン協定 1の下で、EU22 か国と非加盟国の EEA 諸国(アイスランド、ノルウエー、リヒテンシュタイン、
スイスの 4 か国)を含めて、シエンゲン圏内の出入国審査を廃止し、自由移動可能な経済空間を形成し、
統合を推進してきた。しかし同協定では、「例外的な状況」が発生した場合に限り、国境検問、入国審査
の復活を認めている。そこで EU 諸国の多くは、新型コロナ感染の拡大に伴い、単一市場内での移動制
限、入国禁止、国境封鎖などの措置をとることを余儀なくされた。人の移動制限の実施は、EU の存在理
由ともかかわるが、メルケル独首相は「公衆衛生上の危機への対応として正当化される」と演説して、迅
速な対応をしたリーダーシップが高く評価されドイツ国民の支持は上昇した。 
 
２．EUにおける感染症対策と保健・医療・公衆衛生政策 

EU 諸国では、保健・医療・公衆衛生政策は、社会保障政策の一部として加盟国の権限と責任の範囲内
にあると考えられ、EU は加盟国間の政策調整の補完的な役割を演じるに過ぎないと捉えられてきた。EU
では、1987 年 7 月発効の単一欧州議定書で健康に関する条項(第 100a 条)で条約上の根拠を置いて以来、
1993 年 10 月発効の EU 条約(マーストリヒト)条約で「パブリック・ヘルス」(第 3 条、第 129 条)が政策
として規定され、1999 年 5 月発効の EU(アムステルダム)条約で「高水準の健康保持」や「疾病予防と健
康危険の除去、健康増進」など公衆衛生政策(第 152 条)も具体化された。2005 年 5 月には、欧州疾病予
防管理センター(European Centere for Disease Prevention and Control:ECDC)というエージェンシーが
開設され」、現在の新型コロナ対策においても EU の中核となって国際感染症・保健・医療・公衆衛生ガ
バナンスにおける国際行政を展開している 2。この ECDC の任務は、人間の疾病予防リスク評価と科学
的アドバイスや医療情報・ガイドライン提供を通じて健康を保護し、EU とその加盟国の能力増進、EU
感染症対策のハブとして機能している。当初は迅速な対応が取れず、医療崩壊が進みつつあったイタリア
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などへの EU の支援が届けられなかった背景には、公衆衛生分野は、伝統的に国境管理と同様に加盟国
の権限内にあり、EU はあくまで調整役としての支援権限しかないというアムステルダム条約までの管轄
権のままであるという誤解もあった。しかし現行の EU(リスボン)条約の下では、欧州基本権検証(第 35
条)の効力発効との関連もあり、EU の排他的権限、EU と加盟国の共有権限、加盟国権限に 3 分類される
政策管轄権の分類では、「共通の安全にかかわる健康・公衆衛生」の分野は、EU と加盟国が「共有権限」
領域と明確化されている。 

 
３．EUの新型コロナウイルス感染症への政策的対応と支援策 

EU の欧州委員会は、2020 年 1 月「市民保護メカニズム」を発動し、EU と加盟国の共同出資で個人用
防護などの支援物資を中国に送り、WHO に対し 1 億 1400 万ユーロを支援し、アフリカでの予防対策に
1500 万ユーロ、ワクチン開発研究資金に 1 億ユーロを拠出した。EU の市民保護メカニズムでは、「市民
保護・人道支援総局(ECHO)」を中心となって調整が行われ、2020 年 2 月横浜港に寄港したダイアモン
ド・プリンセス号内で発生した乗員のコロナウイルス集団感染に際して、EU 域内乗船者を帰還させるた
めに、イタリアとイギリスがこの市民保護メカニズムを発動した。イタリア機では、イタリア、ドイツな
どの EU 市民 37 名、イギリス機では、イギリス、アイルランドなど、34 名の EU 市民が 2 月 21 日に欧
州各国へ帰還できた。欧州委員会は、3 月 2 日新型コロナ対策本部を設置するとともに、EU 首脳ビデオ
会議の後、加盟国の行動を調整することを命じられ、コロナ対応も強化した 3 。すなわち、EU は、加盟
国の医療システム、中小・大企業への支援、労働市場での雇用、労働者保護のため、その他脆弱な経済分
野を支援するため、最大で 370 億ユーロを投入する「コロナ対応投資イニシアティブ」を開始した。4 月
の欧州議会では、フォン・デア・ライエン欧州委員長（ドイツ前国防相・医学博士）が演説を行い、感染
が最初に拡大したイタリアに対し、EU として必要な支援ができなかったことを謝罪した。また感染拡大
の影響を受ける経済活動の継続性を確保するためのイニシアティブ、緊急時の失業リスクを軽減するた
めの支援（SURE）イニシアティブにより、コロナ危機の間は、加盟国が雇用を維持し、自営業者を支援
するための措置、有利な条件の融資を目的として最大 1000 億ユーロの資金援助を行い、また国家援助規
制も柔軟化した。欧州中央銀行（ECB）は、通貨同盟に対する深刻なリスクに対応するため、7500 憶ユ
ーロ相当の官民証券購入プログラムとして、新パンデミック緊急購入プログラム（PEPP）を発表し、3
月 12 日決定の 1200 億ユーロと合わせ、緊急経済刺激策は、ユーロ圏 GDP の 7.3％に相当する。ラガル
ト ECB 総裁は、「特別な時期には、特別な行動が必要である。ユーロに対する ECB の介入には制限がな
い。われわれが有する手段の可能性を最大限に活用する決意がある」と表明した。 

欧州委員会による EU 諸国への医療支援としては、人工呼吸器や防御マスクなどの医療機器の提供・
戦略的な備蓄のため総予算額 8000 万ユーロが充当された。さらに EU 各国の欧州委員会は、新型コロナ
ウイルス感染拡大で厳しい移動制限を課してきた疫学者、ウイルス学者などで構成される COVID-19 諮
問委員会を組織し、科学的なリスク管理措置の EU ガイドラインを策定することになった。EU は、ワク
チンの研究・開発、診断と治療に関する研究プロジェクトに必要な資金を提供するために、1 億 4000 万
ユーロの公的資金・民間資金を割り当てた 4。 

方針を見直し、EU 諸国の観光業界への配慮から夏休み前に域内の移動制限を段階的に解除する方向に
ある。夏のヴァカンス・シーズンをにらみ、5 月 13 日に感染者数の拡大が収まりつつある現状に鑑みて、
感染状況の改善と移動先での予防措置を条件に停止していた EU 加盟国間移動の段階的移動再開と経済
再建に向けた戦略を公表した。EU 域内総生産の約 10％が観光関連産業であり、27 加盟国で数百万人の
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雇用を創出していること、また EU 域内でもギリシャやクロアチア、イタリアなど観光業への経済依存
度が高い加盟国への配慮もある。しかし域外から EU への渡航制限は、少なくとも 6 月 15 日まで継続す
るとしている。欧州委員会は、国境開放は、COVID-19 のアウトブレイクを制御しつつ、安全性の確保
と無差別の原則に従うとしている。この観点から、鉄道、航空機の旅券は、オンラインで決済と確認を行
い、保安検査場でも物理的距離をとる、機内等での飲食品販売禁止、飛行機、電車、バス、フェリーの乗
員数の制限、除菌ジェルの提供、同居者以外の乗客は席を離す、交通機関職員の全員が感染防御服用具を
装着することなどを義務付けている。 

 
４．EU加盟諸国の COVID-19政策対応の比較 

加盟諸国の COVID-19 政策対応の比較では、感染者数と死亡者数、致死率の格差問題も提起される。
下表からも明らかなように、PCR の検査数が国ごとに異なるため、実際の感染者数は正確には把握でき
ない。人口 10 万人当たりの死亡者数、致死率についても死亡原因が特定されず、肺炎その他の病名で処
理される場合も少なくない。人口 10 万人当たりの死亡者数、致死率を単純に比較することもできない。
しかし各国の医療疲弊、医療崩壊度を示す指標となり、ある程度の推定が可能である。ECDC の調査に
よれば、2020 年 5 月 27 日現在の人口 10 万人当たりの死亡者数、致死率は、ベルギー82.8 人、スペイン
58.1 人、イギリス 57.7 人、イタリア 55.2 人、フランス 42.9 人、スウエーデン 43.2 人、ドイツ 10.2 人、
エストニア 5.1 人、ラトビア 1.2 人と大きな差がある 5。ベルギーにおいて最も死亡率が高く、スペイン、
イギリス、イタリアが同程度、フランスとスエーデンが同程度、バルト 3 国が極めてわずかである。コロ
ナ禍以前から、厳しい寒冷の自然環境条件に対応するため北欧諸国では、フィンランドやエストニアのよ
うに電子政府（e-government）化、IT 化とリモート・ワークが進んでおり、感染率、致死率とも低い傾
向にある。唯一スウエーデンのみ致死率が高かったのは、安楽死など生命倫理感の違いや他の加盟国のよ
うな厳しい都市封鎖はおこなわず、商店の営業や初等・中等学校通学も通常通り続けられたことが影響し
ていると考えられる。死亡率格差の原因については、政治・医療体制の違い、生命倫理感の違い、感染ウ
イルス型の違い(S 型、K 型、L 型等)、遺伝的要素の違い、生活習慣の違いなど様々な要因が考えられ、
山中伸也教授の言う「ファクターX」を究明する必要がある 6。イギリスおよびイタリア、スペイン、フ
ランス、ドイツなど EU 加盟国では、域内の人の自由移動を認めるシエンゲン協定の対象区域を含め、都
市封鎖（ロックダウン）や国境封鎖による入国制限と移動制限により人の越境移動を厳しく規制してき
た。しかしオーストリアとドイツの間では、移動制限を解除することで合意し、5 月 15 日から国境で抜
き打ち検査後、6 月 15 日以降は自由移動を認めることになっている。 
 

ＥＵ諸国とイギリスの人口 10万人当たりの感染者数と死亡者数の比較 
（2020 年 5 月 27 日現在：ECDC） 

国名 感染者数 死亡者数 人口 10 万人当た
りの感染者数 

人口 10 万人当
たりの致死率 

イギリス 265227 3708 398.9 55.7 
スペイン 236259   27117      505.7      58.0 
イタリア 230555   32955      381.5      54.5 
ドイツ 179364  8349      216.3      10.1 
フランス 145555   28530      217,3      42.6 
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ベルギー 57455   9334      503.0      81.7 
スウエーデン 3440   4125      338.2      40.5 
エストニア 1834 65 138.8 4.9 
リトアニア 1639 65 58.8 2.3 
ラトビア 1653 22 54.7      1.1 
ＥＵ加盟国合計 1366974 1619717   

（出典）EuropeanCentre for Disease prevention and Control(2020),COVID-19 situation update for the EU/EEA 
and the UK,as of 31 May 2020. ECDC:https://www.ecdc.europa.eu/en/geographical-distribution-2019-ncov-cases から作成。 

 
新型肺炎の爆発的感染拡大に伴う公衆衛生上の世界的危機に対し、国連、WHO や EU などの国際行政

機関に加え、多くの主権国家政府も様々な国内緊急対策を講じている。 
ドイツ政府は、ルフトハンザや大手旅行会社 TUI へのつなぎ資金の融資を発表している。スペインは、

5 月 15 日から、入国者に 14 日間の隔離を課した。フランス政府は、大株主でもあるルノーの経営と雇
用確保の観点から、国家資金援助を決定した。またフランスのブルタ―ニュ地方で厳格な制限下で 5 月
13 日以降、海岸を市民に解放した。エストニア、ラトヴィア、リトアニアは、「バルト・バブル」政策の
観点から、バルト 3 国間の自由移動を開始するが、他の諸国家からの入国者に対しては隔離措置を維持
している。イギリスは、2020 年 1 月末に EU 離脱したが 2020 年末までは EU 法に従う義務があるため、
空路による入国者に 14 日間の自主隔離を要請し、7 月から国内での移動は認める予定である。フランス
とアイルランドとの間では 2 国間協定に従い、両国からの入国者は規制対象とはしていない。 

 
５．おわりに 

EU 諸国、イギリス、アメリカ、そして日本などリベラルデモクラシーを前提とする諸国家でも感染封
じ込め対策と経済活動再開のための支援策が進められている。公衆衛生上の危機を乗り切るため、感染症
に対する対策は、正確なデータの収集とその解析、政策への反映・活用にある。人の越境移動にかかわる
行動制限は目的と必要な期間を限定して補完性原則と比例性原則に則り実施することは必要であるが、
EU の基本的価値、基本的人権や民主主義的諸価値を犠牲にするものであってはならない。EU は、欧州
のリスク管理 7を担っており、世界規模のパンデミック対策には、国連、WHO、IMF など多国間国際機
構によるグローバルな連帯が不可欠であると繰り返し訴えている。WHO の感染症拡大への対応の在り
方や遅延が各国での感染防御対策を遅らせた原因ともなったとして WHO の保健・公衆衛生行政に対し
て国際的な批判が高まっている。新たな国際機関を創設すべきだとする声もあるが、WHO 事務局長の選
任方法、人事改革も考えられる。情報の客観性と中立性が担保できる公衆衛生情報を発信し、機関の信頼
性、正統性を確保することが国際行政機関として求められる。国際機構、主権国家、民間企業、NGO/市
民社会によるグローバルな協力においては、エビデンス、情報の根拠を明確に示し、地球規模で市民が連
帯する必要がある。国際機関や政府の不正や腐敗を監視し、フェイクニュースなどの虚偽情報の流布を
AI 技術活用等によってチエックする評価体制を整える必要がある。EU 外交安全保障政策上級代表兼欧
州委員会副委員長のジョセップ・ボレルが指摘したように、「新型コロナウイルス感染症は、世界を作り
変える。危機がいつ終息するかはまだわからない。しかし、終息したころには世界は全く違った様相を呈
することは確かである。8」 

EU では、フォン・デア・ライエン欧州委員長の下で、国連 SDGs と呼応するグリーンデイール政策や
「デジタル・ヨーロッパ」戦略に基づく改革が進められつつある。ヨーロッパ・デジタルによる EU 規制
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のグローバル化による循環型経済の推進と欧州産業の競争的優位の確保がなされ、EEAS の新型コロナ・
パンデミックへの対応、「COVID-19 パンデミック：欧州の規制当局における対応 9」や、ECHO が公表
したサイバー・セキュリティ、COVID-19 ハッカー対策白書 10やユーロポールのコロナ危機関連犯罪へ
の対処 11も注目され、メディアの正確性、客観性を保ち、OVID-19 感染症情報の科学的・客観的事実の
迅速な公表、正確性、透明性の確保などによって、EU の連帯を取り戻すことが喫緊の課題となるであろ
う。 
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